
【参考１】

（人）

平成18年度
（平成18年6月

19日以降）
平成19年度 平成20年度 平成21年度

２年 120 122 136 125 503

２年以内 0 21 19 16 56

３年以内 0 2 5 7

約２年 1 1 1 1 4

２年 0 1 1 1 3

１年 2 1 1 2 6

１年 0 3 3 6

１年半・２年 0 2 4 6

１年 0 0 1 1 2

１年・２年 8 8 6 22

１年 0 1 1 1 3

１年 0 4 5 10 19

原則1年 2 3 2 3 10

１５ヶ月 0 7 7 7 21

１年 0 0 0 1 1

１年 1 1 0 0 2

１年 0 2 1 2 5

２年以内 0 1 0 1 2

２年・1年半・1年 2 3 2 2 9

２年 0 2 2 0 4

１年 0 1 1 0 2

２年 3 3 2 4 12

１年 0 4 2 3 9

２年 0 1 0 1 2

期間の定めなし 0 3 4 1 8

２年又は３年 74 76 68 75 293

３年 0 1 1 2 4

２年 4 4 4 2 14

１年 5 3 7 6 21

３年 1 12 7 7 27

２年 0 14 15 16 45

２年 0 58 46 52 156

３年 0 5 8 5 18

２年 0 16 17 7 40

３年 6 6

４年 24 18 19 21 82

１年 1 1 1 1 4

期間の定めなし 0 0 1 0 1

原則２年 0 0 0 0 0

原則６月以上２年以内 0 1 0 0 1

240 399 397 400 1,436

文部科学省原子力安全規制行政官国内研究員(専門職大学院コース）制度

文化庁文化政策関係行政官国内研究員派遣制度

金融庁国内大学院派遣制度

文部科学省宇宙開発関係在外研究員制度

[防衛省] 防衛大学校総合安全保障研究科留学（後期課程）

金融庁在外研究員制度

文部科学省原子力関係在外研究員派遣制度

国税庁税務大学校研究科博士前期課程受講コース

法務省検事在外研究員（米国大学院コース）派遣制度

財務省在外研究員制度

財務省経済学等専門研修制度

国税庁在外研究員制度

財務省税関研修所大学委託研修制度

行政官長期在外研究員制度

総    数

警察庁海外調査研究

会計検査院アジア経済研究所開発スクール派遣研修

会計検査院会計専門職大学院派遣研修

国土交通省国内政策研究員派遣制度

海上保安庁国内大学院派遣制度

判事補海外留学研究員制度

[防衛省] 防衛医科大学校医学研究科留学

[防衛省] 防衛大学校理工学研究科留学（前期課程）

[防衛省] 防衛大学校理工学研究科留学（後期課程）

[防衛省] 防衛大学校総合安全保障研究科留学（前期課程）

[防衛省] 国外一般大学修士課程留学

[防衛省] 国内一般大学博士課程留学

[防衛省] 国内一般大学修士課程留学

研修ごとの年度別留学開始状況

行政官国内研究員（修士課程コース）制度

行政官国内研究員（博士課程コース）制度

留学期間研修の名称

人事院の
研修

当該年度に留学を開始した者の数

[防衛省] 国外一般大学博士課程留学

経済産業省国内大学院経済等研修

裁判所職員

特許庁商標審査官海外大学派遣研修

特許庁知的財産制度外国研修

特許庁先端技術取得のための大学派遣研修

各
府
省
に
よ
る
研
修

[外務省] 在外研修

[防衛省] 国外一般大学修士課程留学

経済産業省海外調査研究員制度

※「研修の名称」及び「留学期間」は、年度により違いがある場合についても、平成21年度の名称及び期間で統一して表記した。

特定独立
行政法人

職員

[造幣局] 派遣研修

[国立印刷局] 長期海外派遣研修

[製品評価技術基盤機構] 長期派遣研修制度

合　　計　


